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研究成果の概要（和文）：業務報告と基幹統計調査の完全照合により公益法人（移行公益法人、移行一般法人、
特例民法法人）に係る二時点のデータを連結したパネルデータを整備するとともに、平成24年経済センサス活動
調査の調査票を用いて社会福祉法人など他の非営利法人の法人類型別データを整備した。
これらのデータの集計・分析を行い、近年の公益法人を巡る改革が公益法人の事業内容、事業規模等に与えた影
響を明らかにするとともに、公益法人の活動について福祉法人等の他の類型の非営利法人との比較を行い、公益
法人改革による公益法人の活動実態の変化を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：By exercising exact matching between administrative records and fundamental 
statistical surveys, panel data connecting 2004 data and 2012 data have been compiled for public 
interest institutions. By using 2012 Economic Census data, data for other types of non-profit 
institutions such as social welfare institutions have been prepared. By analyzing these data, how 
the public interest institution reform affected the activities of public interest institutions has 
been found out. In addition, special characteristics of public interest institution have been found 
out by comparing compiled data of public interest institution with those of other non-profit 
institutions. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年の公益法人を巡る改革には著しいもの
がある。新たに、公益性の有無にかかわらず、
準則主義により簡便に設立できる一般社団
法人・一般財団法人の制度が創設され、一般
社団法人・一般財団法人は公益認定を受ける
と公益社団法人及び公益財団法人になるこ
とができ、公益認定は民間有識者から構成さ
れる合議制機関により行う制度になった。こ
れまでの公益法人は平成 25 年 11 月 30 日ま
でに、公益認定を受けて新たな公益法人に移
行するか、認可を受けて一般法人に移行する
こととされた。移行までの間、これまでの公
益法人は特例民法法人として存続すること
とされた。また、とりわけ平成 21 年秋以降、
行政機関から公益法人への支出等が国家公
務員出身者の報酬の確保につながっている
のではないかという問題意識の下で、事業仕
分けの実施結果や閣議決定などを根拠とし
て、政府との関連が強い公益法人に対する委
託費・補助金や権限付与の見直し、随意契約
から競争入札への契約方式の見直しが実施
されてきた。さらに、地方公共団体において
も、その行政改革への取り組みの中で、所管
の公益法人を始めとする外郭団体の見直し
が推進されてきた。 
一方、1980 年代以降の公共サービスの民間
委託や官製市場の民間開放の動きの中で、政
府が提供してきた公共サービスの新たな担
い手として、非営利セクターの中でも公益法
人は、公共サービスを的確に提供できる組織
的・財政的基盤を有することから、その役割
が注目されている。このようなことから、公
益法人が我が国の非営利活動全体に及ぼす
影響は大であり、政府との関係が精査されて
いく中でその動向は今後の政府活動の在り
方を検討する上でも重要となっている。 
さらに最近では、公益法人と類似する非営利
法人（学校法人、社会福祉法人、社会医療法
人等）についてもそのガバナンスの強化や運
営内容の透明性の向上を目的とした制度改
革が進められている。 
公益法人については、従来から、基礎データ
の不足等もあり、我が国経済社会におけるそ
の活動実態を他の経済主体との対比におい
て定量的に分析し明らかにすることがほと
んどなされていなかった。そのため、金子優
子を研究代表者とする研究チームは、産業分
類及び他統計と比較可能な従業者数が欠如
する平成 16 年公益法人概況調査（業務報告）
と、平成 16 年事業所・企業統計調査の個票
を完全照合して、事業所・企業統計調査から
産業分類と従業者数を公益法人概況調査に
付加することにより、他の統計と比較可能な
形での公益法人の産業別・従業者規模別の活
動分析を行うためのデータを整備した 。  
平成 20 年 12 月 1 日の新たな公益法人制度
（以下、「新制度」という。）への移行後、特
例民法法人については、従前とほぼ同じよう
な方式で業務報告が作成され、平成 25 年度

まで特例民法法人白書の中で公表されてき
た。しかし、所管行政庁が内閣総理大臣と都
道府県知事に細分化される中で、新制度下の
公益法人・一般法人の統一的な業務報告は整
備されていない。 
一方、特例民法法人、新制度下での公益法
人・一般法人も対象とする統計調査としては、
平成 24 年 2 月に経済センサス活動調査が実
施されたが、その経営組織区分に公益法人等
の区分はなく、公益法人等に係る集計表は提
供されていない。このように、制度改革前後
の公益法人の活動実態や新たな法人形態へ
の移行状況の詳細 について現状を的確に把
握できる統計データは存在しない状況とな
っている。 
 
２．研究の目的 
公益法人が我が国の非営利活動全体に占

めるウェイトは大きく、公益法人の活動の変
化が我が国の非営利活動全体に及ぼす影響
は大である。簡素効率化、「官から民へ」の
スローガンの下で、公益法人と政府との関係
が精査されていく中で、その動向は今後の政
府活動の在り方を検討する上でも重要であ
ると考えられる。 
本研究は、政府部内に保存されている行政記
録（公益法人概況調査及び特例民法法人概況
調査）と基幹統計調査（事業所・企業統計調
査、経済センサス活動調査）を活用して、公
益法人改革の前後の公益法人の活動実態を
会社等、他の経済主体の活動実態と比較可能
な形式の統計を整備し、その統計を分析・評
価することにより、公益法人改革が公益法人
の活動に与えた影響を明らかにすることを
目的とする。加えて、公益法人と同様に法人
の活動の公共性の観点から種々の税制上の
優遇措置を受けるとともに、行政からの補助
金や委託費を受給している学校法人、社会福
祉法人、社会医療法人について、その活動実
態を特例民法法人及び新公益法人と比較し、
法人類型による活動実態の相違点を明らか
にすることも目的としている。 
 
３．研究の方法 
(1)基幹統計調査と行政記録との完全照合デ
ータの作成 
公益法人改革前後の変化を定量的に把握

するため、行政記録である平成 16 年公益法
人概況調査と事業所・企業統計調査の完全照
合データによる統計を改革前の基準としつ
つ、改革後の実態を反映する統計として、平
成 24 年経済センサス活動調査と行政記録で
ある特例民法法人概況調査の完全照合デー
タによる統計を整備することとした。 
平成 16 年の実態を表す統計については、

平成 16 年事業所・企業統計調査の個票デー
タを統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 33
条の規定に基づく調査票情報の提供の申出
により取得し、情報公開請求により取得した
平成16年公益法人概況調査の個票を用いて、



平成 16 年完全照合データを作成した。 
平成 24 年経済センサス活動調査は平成 24

年 2月に実施されており、これと完全照合す
る特例民法法人概況調査としては、平成 23
年 12月に実施された平成 23年特例民法法人
概況調査とすることとした。平成 24 年経済
センサス活動調査の個票は、統計法（平成 19
年法律第 53 号）第 33 条の規定に基づく調査
票情報の提供の申出により取得した。平成 23
年特例民法法人概況調査の個票は内閣府
website よりダウンロードして取得した。 
完全照合作業は第1段階としてコンピュー

タによる照合を電話番号をマッチングキー
として行った。非照合データについては法人
の名称、所在地をマッチングキーとして目視
による照合を行った。 
 また、公益法人制度改革が公益法人の活動
実態に与えた影響を個別法人レベルで比較
するために、平成 16 年完全照合データと平
成 23 年完全照合データの双方に存在する法
人を、公益法人概況調査と特例民法法人概況
調査において付与されている法人番号をマ
ッチングキーとして照合してパネルデータ
を作成した。 
 
(2)平成 24年経済センサス活動調査からの各
種法人の調査票の抽出 
 新制度下の公益法人（新公益法人）の個票
を「公益法人」をマッチングキーとして平成
24 年経済センサス活動調査の個票から抽出
した。  
 社会福祉法人、学校法人、社会医療法人に
ついては、厚生労働省、地方自治体への情報
公開請求、日本私立学校振興・共済事業団の
学校法人検索システム、厚生労働省の
website からのダウンロードにより、各法人
の名簿を整備し、平成 24 年経済センサス活
動調査の個票から「社会福祉法人」「学校法
人」「社会医療法人」をそれぞれマッチング
キーとして各法人の個票を抽出した。 
 
（3）作成したデータの集計と集計表の分析 
 上記のようにして作成した個票データを
産業大分類別、従業者規模別、収入階級別に
集計して統計表を作成した。 
 作成した集計表を用いて公益法人の活動
実態の変化を分析するとともに、他の類型の
非営利法人の活動実態との比較・分析を行っ
た。 
 
（4）公益法人へのアンケート調査の実施 
山形県内の公益法人にアンケート調査を

行い、公益法人改革前後の活動実態の変化を
把握した。 
 
４．研究成果 
（1）データの作成結果 
 公益法人に係る完全照合の結果は表１の
とおり、平成 16 年データについては 67.1%、
平成 23 年データについては 73.0%であった。 

 
表 1特例民法法人概況調査と経済センサス活
動調査の照合結果 
  活動中

の公益
法人
（特例
民法法
人）の
数 

コンピ
ュータ
及び目
視によ
り照合
した法
人数 

照合率 

平成16年 25,541 17,128 67.1% 

平成23年 19,860 14,496 73.0% 

 
平成 16年と 23年の完全照合データを法人

番号で連結したパネルデータは表２のとお
り、10,875 法人のパネルデータが作成でき、
これは平成 16 年完全照合データの 63.5%、平
成 23 年完全照合データの 75.0%に当たる。 
 

表 2パネルデータの法人数等 
  法人数 割合 
平成 16 年完全照合デ
ータ 

17,128  100.0% 

うち,パネルデータ 10,875  63.5% 

うち,その他 6,253  36.5% 

平成 23 年完全照合デ
ータ 

14,496  100.0% 

うち,パネルデータ 10,875  75.0% 
うち,その他 3,621  25.0% 

新公益法人データの抽出については、725
法人が抽出できた。 
平成 24 年経済センサス活動調査からの社

会福祉法人、学校法人、社会医療法人の抽出
結果は表３のとおり、学校法人と社会医療法
人は90%を超えているが、社会福祉法人は50%
に至らない照合率となった。 
 

表 3 平成 24 年経済センサス活動調査個票と
各種名簿情報との照合結果 
  名簿件

数 
照合件
数 

照合率 

学校法人 8,124  7,851  96.6% 

社会福祉法人 20,629  8,891  43.1% 

社会医療法人 162  150  92.6% 

 
（2）作成した統計表について 
平成 16 年完全照合データを用いた統計表は 
６表、平成 23 年完全照合データを用いた統
計表は６表、パネルデータによる統計表及び
パネルデータから除外されたデータによる
統計表は１８表、平成 24 年経済センサス活
動調査から抽出したデータを用いた集計表
は 15 表の合計４５表を作成した。 
 
(3) 平成 23年の特例民法法人と平成 16年の
公益法人についての比較分析結果 
 平成 23 年時点の特例民法法人の主な活動



分野は、サービス業や医療福祉分野、教育分
野であり、この傾向は平成 16 年時点の公益
法人の活動実態とほとんど変わらない。 
平成 23 年には、従業者 4 人以下の零細な

法人の割合と100人以上の大規模な法人の割
合が拡大しており、二極分化の状況がみられ
る。 
従業者数は、集計法人数が減少したにもか

かわらず、65,000 人ほど増加し、300 人以上
の大規模法人及び年間収入合計 10 億円以上
の大規模法人への集中がみられる。男女別従
業者については女性の割合が拡大するとと
もに、従業上の地位別の従業者については正
社員・正職員の割合が縮小し、パート・アル
バイトの割合が拡大している。 
年間収入合計は100人以上の大規模法人に

集中している。 
資産額及び負債額はいずれも平成 16 年か

ら平成23年にかけて減少し、半減している。 
事業収入に占める収益事業収入の割合が

拡大し、補助金等収入に占める国からの補助
金等収入の割合は縮小し、補助金収入に占め
る都道府県からの補助金等収入の割合は拡
大し、事業収入に占める委託費の割合は拡大
している。 
公益事業基金を年間収入合計で除した倍

率は低下しているが、運営固定資産を年間収
入合計で除した倍率は拡大している。年間収
入合計5億円以上の階級で内部留保額が大幅
に減少しているが、年間収入合計５億円未満
の階級では内部留保額は増加している。 
 
(4) 平成 16年に存在し平成 23年にも存在す
る特例民法法人についての分析結果 
平成 16年から平成 23年の間に年間収入合

計は減少したものの、寄附金収入、その他の
収入が増加している。 
補助金等収入全体は減少したが、都道府県

からの補助金は増加している。 
事業収入は減少したが、収益事業収入及び

委託費は増加している。 
事業費は減少しているが、収益事業費は、

収益事業収入の増加を反映して、増加してい
る。 
「教育、学習支援業」と「医療、福祉」に

ついて法人数の増加幅が大きい。 
従業者規模が比較的小規模の法人の割合

が縮小し、大規模法人の割合が拡大している。 
従業者数は大規模法人への集中の度合い

が高まっている。 
1 法人当たりの従業者数は大規模法人にお

ける増加の割合が高いものとなっている。 
公益事業基金は減少しているが、運営固定

資産は増加している。内部留保額は全体では
減少しているものの、100～299 人の階級で
950 億円の増加、300 人以上の階級で 462 億
円の増加となっている。 
都道府県からの補助金等収入は、10 億円以

上の階級の占める割合が拡大している。 
委託費は、10億円以上の階級への集中の度

合いが高まっている。 
事業収入に占める収益事業収入の割合は

拡大しており、とりわけ 10 億円以上の階級
で全体の拡大割合より大きく拡大している。 
事業収入に占める委託費の割合は、1 千万

円未満の階級を除くすべての階級で拡大し
ているが、特に 10 億円以上の階級で全体の
拡大割合より大きく拡大している。 
公益事業基金は減少しているが、運営固定

資産は増加しており、内部留保額は減少して
いる。 
 
(5) 平成 16 年のみ存在する法人についての
分析結果 
平成 16 年のみ存在する法人の 1 法人当た

り従業者数、年間収入合計、資産額及び負債
額ともに平成 16 年パネルデータの法人に比
べ上回っており、公益法人の新制度への移行
は大規模な法人から行われたことが推察さ
れる。 
 
(6) 特例民法法人と新公益法人の比較分析
結果 
1 法人当たりの従業者数、収入金額及び付

加価値額のいずれについても、新公益法人が
特例民法法人を上回っている。とりわけ、１
法人当たりの付加価値額については、新公益
法人は特例民法法人の 5.2 倍となっている。 
新公益法人では「医療、福祉」の割合が高

くなっている。 
産業大分類別の 1 法人当たり従業者数は、

いずれの大分類についても新公益法人の方
が上回っている。 
従業者規模別の法人分布は、特例民法法人

は 9 人以下の階級に 63.7%が分布している一
方、新公益法人は 50 人以上の階級に 51.1%
が分布している。 
収入金額階級別の法人分布は、特例民法法

人では 1 千万円未満の階級で 62.5%を占めて
いる一方、新公益法人では５千万円以上の階
級で全体の 46.6%を占めている。 
 
(7) 特例民法法人、新公益法人、学校法人、
社会福祉法人及び社会医療法人の比較分析
結果 
1 法人当たりの従業者数は、社会医療法人

が最も多く 600 人を超えている。次いで新公
益法人の 141.4 人、学校法人 89.7 人、社会
福祉法人 70.8 人で、特例民法法人が最も少
なく 30.1 人となっている。 
1 法人当たり収入金額は、社会医療法人が

最も多く 56 億円、次いで新公益法人の 18 億
円である。 
1 法人当たり付加価値額も社会医療法人が

最も多く 30 億円、次いで新公益法人の 7 億
円となっている。 
学校法人については、「教育，学習支援業」

に 98.2%の法人が集中している。 
社会福祉法人については、「医療，福祉」

に 98.2%の法人が集中している。 



社会医療法人については、すべての法人が
「医療，福祉」に属している。 
従業者規模別の法人数分布は、特例民法法

人では9人以下の階級で全体の64%を占める。
新公益法人では50人以上の階級で全体の50%
以上を占める。学校法人では 10 人以上 29 人
以下の階級で全体の 51.2%を占める。社会福
祉法人では50人以上の階級に46.3%の法人が
分布している。社会医療法人では 100 人以上
の階級で全体の 91.4%を占めている 
学校法人に多い「教育、学習支援業」につ

いて、法人類型別に 1法人当たり従業者数を
みると、新公益法人が一番多く 98.7 人、次
いで学校法人の90.3人、特例民法法人の23.4
人、社会福祉法人の 22.1 人となっている。 
社会福祉法人に多い「医療、福祉」につい

て、法人類型別に 1法人当たり従業者数をみ
ると、社会医療法人が 601.3 人とずば抜けて
多く、次いで新公益法人の 340.2 人、特例民
法法人の 140.5 人、学校法人の 76.4 人、社
会福祉法人の 71.6 人となっている。 
「教育、学習支援業」について、法人類型

別に 1法人当たり収入金額をみると、一番多
いのが新公益法人の 14 億円で、次に学校法
人の9億3400万円、特例民法法人の2億2100
万円、社会福祉法人の 1 億円となっている。 
「医療，福祉」について、法人類型別に 1

法人当たり収入金額をみると、一番多いのは
社会医療法人の 56 億円、次に新公益法人の
28 億円、特例民法法人の 13 億円、社会福祉
法人の 3億 6千万円となっている。 
「教育、学習支援業」について、法人類型

別に 1法人当たり付加価値額をみると、一番
多いのが学校法人 4 億 7000 万円、次いで新
公益法人の 3 億 5000 万円、特例民法法人の
8900 万円、社会福祉法人の 7300 万円となっ
ている。 
「医療，福祉」について、法人類型別に 1

法人当たり付加価値額をみると、一番多いの
は社会医療法人の 30 億円、次に新公益法人
の 15 億円、特例民法法人の 6 億 7000 万円、
学校法人の 5億 2000 万円、社会福祉法人の 2
億 3000 万円となっている。 
「教育、学習支援業」について、法人類型

別に、収入金額に占める付加価値額の割合を
みると、社会福祉法人が 73.1%で一番高く、
次に学校法人の49.9%、特例民法法人の40.3%、
新公益法人の 25.2%となっている。会社企業
の収入金額に占める付加価値額の割合が
45.5%となっているところ、特例民法法人と
新公益法人では利益を度外視した事業活動
が行われているものと推察される。 
「医療，福祉」について、法人類型別に、

収入金額に占める付加価値額の割合をみる
と、社会福祉法人が 63.3%と一番高く、次い
で社会医療法人の53.2%、新公益法人の52.2%、
特例民法法人の 49.9%、学校法人の 43.0%と
なっている。 
 
(8) 行政委託型法人の収入分析結果 

補助金や委託費の公益法人全体への支給
額が減少したからといって、個々の法人の補
助金収入や委託費収入が減少したとはいえ
ず、むしろ増加した類型の法人がみられる。
むしろ、補助金や委託費の支給対象の法人数
を絞って、特定の少数の法人に補助金や委託
費を集中させる方向に改革が進んでいるよ
うにも思われる。 
特異値を除くと、行政委託型法人等にあっ

ては、本来の社団法人が中心とすべき会費収
入、財団法人を中心とすべき財産運用収入や
寄付金収入が年間収入に占める割合は低く、
そもそもこれらの収入には依存しないとい
う体質が垣間見える。 
 

(9) 公益法人を巡る改革についての山形県
の公益法人の意識について‐公益法人アン
ケート調査結果の分析‐ 
特例民法法人の今後の事業運営の方向性

は、「公益目的事業への支出は増やしてきた
が、今後は収益事業への支出も増やしたい。
補助金獲得への努力をする。委託費について
は競争入札への対応力を高めたい。職員の体
制は現状維持。」というものである。事業の
収益事業への重点化は、完全照合データの集
計分析結果からも裏付けられる。 
 
(10)公益法人改革が公益法人の活動に与え
た影響 
法人の二極化が進んだこと、とりわけ大規

模法人に従業者数及び年間収入合計が集中
するようになった。従業者数は法人数の減少
にもかかわらず増加し、女性とパート・アル
バイトなどの非正規労働者が増加した。収益
事業や受託事業に重点が置かれるようにな
った。事業収入に占める国からの補助金等収
入の割合は縮小したが、都道府県からの補助
金等収入の割合は拡大した。資産額、負債額
がともに半減し、新制度下の法人への移行に
備えた資産・負債の整理の動きがみられた。
新制度の法人への移行は従業者数、年間収入
合計が大きい大規模法人からなされた。補助
金や委託費は支給対象の法人数を絞った集
中化がみられた。公益法人の「教育、学習支
援業」と「医療、福祉」への移行の傾向がみ
られた。 
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